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Ⅰ．緒言

　近年の健康ブームにより、人々の食生活への関心
は高まる一方であるが、大学生についてみると「食」
への関心は依然低いように思われる。そんな状況の
中で、1989 年より大学生協東京事業連合が首都圏
の大学生の食生活実態調査を実施し、各大学生協食
堂にアドバイスなどを行っている。1992 年の調査
によると生活費の中では食費が押さえ続けられてい
ること、健康な生活をするための知識に乏しいこと、
女子大学生には少食志向やスリム志向が見られるこ
と等が明らかになった1）。長野県内の一部の大学や
短大の大学生協食堂では 1991 年より毎年大学生の
食生活の改善のために食生活相談会を行ってきた。
Ｓ大学工学部でも、1992 年春より食生活相談会を
開催し、生協食堂を利用する大学生の食生活実態調
査と栄養指導を行っている。本調査に先立ち、1996
年と 1997 年に地方の大学生の食生活の実態調査を
行い、首都圏の大学生との比較を行ったところ、朝
食欠食や野菜摂取不足が見られた2，3）。そこで、本

研究では 2014 年に既報2）で行った調査と同様の調
査を行い、その結果を述べるとともに居住形態の違
いによる食生活（特に野菜の摂取量）との関連につ
いて焦点を絞り、問題点を明らかにすることを目的
とした。また、男子大学生を対象にした栄養調査報
告は非常に少ないため4～9）、今回の調査結果を男子
大学生の居住形態に合わせた効果的な栄養教育・栄
養指導を行うための基礎資料としたい。

Ⅱ．方法

1．調査対象
　長野県内にある S大学工学部の１～４年生およ
び院生で生協食堂を利用する大学生に対して調査を
行った。既報2，3）でも同じ食堂で調査した。Ｓ大学
工学部は県庁所在地に位置し、通学する大学生の居
住地域はコンビニエンス・ストアやスーパーマーケ
ット等食環境へのアクセスは比較的良い方である。
この生協食堂の１日の平均利用者数は延べ 1100 名
ほどであり、カフェテリア方式で提供している。提
供曜日は月曜日から金曜日、提供時間は８時から
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19 時頃までである。2014 年７月 18 日の食生活相談
会で栄養指導を希望した男子大学生 40 名を調査対
象とした。なお、比較のため 1996 年同生協食堂で
同様に行った調査結果2，3）を用いた。

2．調査方法
　調査は 2014 年７月 18 日に実施した。1996 年の
設問を一部変更した食生活調査用紙を配布し、無記
名自記式で実施した。その場で回収し、聞き取り調
査を行った。居住形態の違いによる野菜の摂取状況
に関してはFisher の正確検定を用いて検討した。
計算ソフトは JMP11.0.0 を用い、有意水準は５％と
した。

3．調査項目
　（1）属性：学年、性別、居住形態、主たる食事の

方法と朝食欠食、１ヶ月の食費。
　（2）食品群別摂取状況：管理栄養士が聞き取り調

査した食品群別摂取状況から緑黄色野菜（３
群）とその他の野菜（４群）について、１日
あたりの目安量の半量以上摂取したグループ
を「両方あり」、緑黄色野菜のみ半量以上摂
取グループを「３群あり、４群なし」、その
他の野菜のみ半量以上摂取グループを「３群
なし、４群あり」、どちらも目安量の半量に
達していないグループを「両方なし」の４つ
に分類した。

　　　　なお、食品群は食品分類法の一つである
「６つの基礎食品」の考え方で、似たような
栄養素を持つ食品を６つの群に分けたもので、

１群は肉・魚・卵・大豆製品など、２群は
乳・乳製品・海藻・小魚など、３群は緑黄色
野菜、４群は淡色野菜・果物など、５群は
米・パン・芋・麺など、６群は油・バターな
どである。そこで、緑黄色野菜を 3群、その
他の野菜を４群と表した。

　（3）健康意識：食習慣６項目。最近の体調を主と
した健康チェック 24 項目。

Ⅲ．結果および考察

1）属性
　2014 年に栄養指導を希望した男子大学生 40 名
のうち４名が自宅生（家族と同居）、36 名が自宅
外生（一人暮らし）であった（表１）。1996 年の
調査対象男子大学生は 58 名のうち４名が自宅生、
54 名が自宅外生であった2）。栄養指導を希望した
女子大学生は、2014 年は１人、1996 年は３名だ
った。少人数だったため調査対象は男子のみとし
た。居住形態では、両年とも自宅外生の割合は９
割ほどであった。図１に対象者のその他の属性を
示す。主たる食事の方法は外食が全体の 38％で
一番多く、次が 33％の外食と自炊が半々であり、
次が自炊の 23％であった。また、自宅生の１ヶ
月の食費にかける費用は、50％が 10,000 円～
15,000 円、自宅外生の食費は 67％が２万円~３
万円であった。2014 年の大学生協連合の調査に
よると、自宅生の１ヶ月の食費は 12,010 円、下
宿生（自宅外生）の食費は 24,480 円であった10）。

表 1．対象者の属性　（人）

図 1．対象者の属性　（％）
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2）居住形態の違いによる野菜の摂取状況
　緑黄色野菜（３群）の「かぼちゃ、ほうれん草、
ピーマン、トマトなどカットして片手に山盛りい
っぱい」を実物の食材で目安量を示し、１日の目
安量の半分以上を食べている人は緑黄色野菜を摂
取したとみなした。また、その他の野菜（４群）
の「キャベツ、白菜、玉ねぎ、もやしなどをカッ
トして両手に山盛り一杯」の半分以上を食べてい
る人をその他の野菜を摂取したと見なした。
　自宅生と自宅外生を比較してみると、1996 年
の自宅生は緑黄色野菜とその他の野菜の摂取「両
方あり」は 100％であった。自宅外生は「両方あ
り」が 38％、「３群あり、４群なし」が９％、「３
群なし、４群あり」25％、「両方なし」29％であ

った。2014 年の自宅生は「両方あり」が 75％、
「両方なし」が 25％であった。自宅外生は「両方
あり」が 11％、「３群あり、４群なし」が３％、
「３群なし、４群あり」が６％、「両方なし」が
81％であった（図２）。自宅生と自宅外生では、
自宅生の方が有意に緑黄色野菜を食べていた（p
＝0.0204）。その他の野菜も自宅生の方が有意に
食べていた（p＝0.0299）。
　1996 年と 2014 年を比較してみると、自宅生の
野菜摂取状況は 25％減っており、自宅外生は「両
方なし」の 29％が 2014 年には 81％まで増加して
いた。1996 年から野菜の摂取量には改善が見ら
れず、2014 年は更に野菜不足が進んでいた。

図 2．居住形態の違いによる野菜の摂取状況（％）

3）主たる食事の摂り方と野菜の摂取状況
　主たる食事の摂り方を①ほとんど毎日自炊をし
ている、②ほとんど毎日外食である、③自炊と外
食が半々の割合である、④家族が食事を用意して
くれる、⑤外食と家族が食事を用意してくれるが
半々の割合である、⑥食事付きの所に下宿してい
る、以上６つに分けて調査を行った。そのうちの
⑥は該当者がいなかったため、今回の検討項目か
ら外した。
　2014 年の主たる食事の摂り方は、外食が一番
多く、次が外食と自炊が半々であり、次が自炊は
あった（図１）。自炊をしている学生は、緑黄色
野菜とその他の野菜も両方ともとれていなかった。
つまり、野菜を使った料理はしていなかった。外
食では、27％が野菜を摂っていた。自炊と外食が
半々および家族が用意の学生は、「両方なし」は

いなかった（図３）。1996 年の調査では、自炊を
している学生の 57％は野菜を使った料理をして
野菜を摂っていた。外食でも 75％が野菜を摂っ
ていた（図４）。自炊と外食半々では、2014 年の
方が野菜の摂取量が増加していた。�

4）朝食の喫食状況と野菜摂取状況
　朝食の欠食状況を平成 25 年国民健康・栄養調
査11）の同年代値と比べると、国民健康・栄養調査
値の 20 歳代 30％より、本調査値 65％（図１）は、
２倍以上の欠食率であった。ちなみに 1996 年の
同大学学生の欠食率は 64％であり2）、2014 年と
の差は見られなかった。国民健康・栄養調査の
2013 年（平成 25 年）の値と 10 年前の 2003 年の
値に増減は見られなかった。朝食の欠食状況と野
菜摂取状況との関連をみると（図５）、有意差は
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図 3．主たる食事と野菜の摂取状況　2014 年（％）

図 4．主たる食事と野菜の摂取状況　1996 年（％）

図 5．朝食摂取状況と野菜摂取状況（％）

認められず、野菜の摂取量は朝食欠食の影響を受
けていないことがわかった。1996 年も同様の結
果であった。

5）健康に関わる食行動の比較と最近の体調
　2014 年の食行動を表２に示した。「友人や家族
と一緒の食事があった」「好き嫌いせずになんで

も食べた」の項目では高い割合で共食や偏食をし
ないという回答が得られた。しかし、「栄養価表
示を見たり、栄養バランスの良い食事になるよう
に心掛けた」学生は、１人であった。また、運動
チェックの結果から全体に運動不足がうかがわれ
た。
　最近の体調については、約半数の学生が「疲れ
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表 3．最近の体調

表 2．健康に関わる食行動の比較

やすい」「やる気が起きない」と回答していた（表３）。

Ⅳ　考察

　厚生労働省が推進する健康づくり運動「健康日本
21（第二次）」では野菜の摂取量の増加が目標とし
て掲げられている13）。平成 25 年国民健康・栄養調
査結果によると、青年層（20～29 歳）での野菜の
摂取状況は他の年代に比べて一番低く、生活習慣病

予防について懸念されている。平成 15 年と平成 25
年の国民健康・栄養調査結果から年次変化を見ると
青年層の野菜類の摂取量の平均値は 25％から 23％
に下がっている12）。今回の調査から、Ｓ大学学生の
結果も国民健康・栄養調査結果と同様 18 年前に比
べ、野菜の摂取量が減っていた。
　調査対象の学生は、90％が一人暮らしであり、自
炊の割合は 23％と低い。1996 年と 2014 年の調査結
果を見るとどちらも自宅外生は自宅生より３群（緑
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黄色野菜）と４群（その他の野菜）の両方を摂取し
ている割合が低かった。一方、1996 年の自宅生は
「３群４群両方あり」が目標量に達成している割合
は 100％であったが、2014 年は 75％と下がっていた。
自宅生の野菜摂取量が減った原因として調査時の聞
き取りから推察できたことは、家族との食事時間の
ずれがありきちんとした食事が提供されていないこ
と、また、家庭内で食卓に出されていても本人は食
べていないということであった。対象者が工学部の
学生であり、４年生と院生が全体の 68％であった。
その大学生たちは研究室に深夜までいることが多く、
翌朝の起床時間が遅くなり、したがって朝食欠食と
なっていた。自宅生は家族と一緒に食事を摂ること
が難しくなっていた。そして、食事時間が不規則と
なり、食事の内容に問題が生じていた。自宅生の野
菜摂取量が減少した原因については、多くのデータ
を収集解析し、さらに詳しく検討したい。
　自宅外生については、「３群と４群両方あり」と
「３群あり４群なし」と「３群なし４群あり」を合
わせると 1996 年は 71％、2014 年は 20％の摂取状
況で減少傾向にあった。調査時の聞き取りから推察
できたことは、自宅外生は食費にかけるお金をセー
ブしていること、ラーメンなど１品料理を食べるこ
とが多いこと、自炊しても野菜料理が苦手であるこ
と、調理技術の未熟さ、野菜のコスト高、１個分の
野菜の処理の難しさ、一人分を作ることへの抵抗感
などから自炊離れや野菜離れが起きていた。そして、
本調査の野菜摂取目標量は、「健康日本 21（第二
次）」の１日 350g 以上の野菜の摂取目標の半量と
していることから、調査対象者は相当の野菜不足が
うかがわれた。
　長野県では、長野県食育推進計画に基づいた食育
を推進するため、平成 23 年度より「健康長寿なが
の　食育キャンペーン」を始め、「減塩しよう」「野
菜・果物を食べよう」「朝食を食べよう」を重点に
普及啓発を行っている。そして、健康づくり “食”
の協力店に関する取組として「信州食育発信　三つ
の星レストラン」の要件を満たした飲食店を登録し、
ホームページやブログで紹介する（2015 年９月 15
日現在 86 店舗が登録）14）など、外食を利用する人々
に健康に配慮した食事が提供されるよう取り組んで
いる。今回の調査では、主たる食事の形態から、
「外食」と「外食と自炊が半々」を合わせると対象
者全体の７割が外食に頼っていた。多くの大学生が
利用する生協食堂も健康に配慮した食事の提供を行
っており、主食、主菜、副菜を整えることができる
メニューの提供に努めたり、煮物やサラダなどの小

鉢を増やしている。そして、サラダバーを設置する
などの工夫を行い、不足気味の野菜の摂取量を伸ば
そうと努力してきている。しかし、残念ながらこの
ような生協食堂の取組みがあるなかで、外食をして
いる大学生の野菜の摂取量は 1996 年より減少して
いるという結果になった。提供を受ける大学生の食
に対する意識が低いと感じた。
　朝食欠食の自宅生は 50％、自宅外生は 33％であ
ったが、朝食をとっていてもいなくても野菜摂取量
が少ないことがわかった。聞き取り、および、自由
記述の朝食メニューの内容から、朝食と言っても
「レーズンパンと緑茶」、「パン１個と缶コーヒー」、
「食パンと牛乳」、「パンとコーヒーとヨーグルト」、
「コーンフレーク」、「おにぎり２つとパン１つ」、
「バナナ」、「水」などで済ませており、野菜料理が
ないことがうかがわれた。また、１日３食のうち、
１食を欠食すると残りの２食で野菜の摂取目標量を
満たすことは難しいであろうと考える。
　一方、体を動かすことはあまりしておらず、いた
って健康であると回答した大学生の割合は 23％で
あった。大学生時代の食生活の影響は、すぐに出る
ものではなく、中高年になって生活習慣病として現
われることもある。社会人となって活躍するための
健康な体作りは現在の食事が大切であることを知っ
て欲しい。
　以上、住居形態により野菜の摂取等について違い
が見られた。また、18 年前との比較で、それが顕
著に進行していることもわかった。よって、男子大
学生への食に対する行動変容を促すことが必須であ
ると考える。適切な教育方法を検討していきたい。
なお、今回は自宅生が少なく、また、調査対象学生
の意識が比較的高い可能性もあることから内容につ
いて今後人数を増やすなどして、より精査していく
ことを検討している。

Ⅴ　まとめ

　居住形態と野菜の摂取状況の関連を調査するため、
男子大学生対象に食生活について質問紙調査と面談
を行った。先行研究と本研究の結果を比較検討した
結果、1996 年、2014 年とも自宅生の方が自宅外生
より緑黄色野菜とその他の野菜の摂取量が高い傾向
が見られた。1996 年と 2014 年の変化を見ると、野
菜をほとんど摂取しない自宅生が０％から 25％に、
自宅外生が 29％から 81％に増加していた。主たる
食事が自炊の大学生は、野菜がほとんど摂れていな
かった。主たる食事が外食の学生のうち 27％は野
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菜を食べていた。意識して摂らないと野菜の摂取量
は増えていかない。
　今回栄養相談を受けた学生の９割が一人暮らしで
あった。このように大学に進学し、居住形態が変化
する大学生が多いことが推察される。自宅外生は欠
食や野菜の摂取量が極めて低く、バランスのとれた
食事をとる頻度が低下していたことから、居住形態
に応じた栄養教育が必要であることが示唆された。
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